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[内容要旨] 
  

需給両面のニーズにより多様で柔軟な働き方が拡大していく中で、今後、短時間労働が望まし

い形で広がっていくためには、均衡処遇ルールの確立等の環境整備が急がれるところである。 

  

本調査研究では、労働者がその能力を開発・発揮しながら、短時間で効率よく効果的に働くこ



とを促進する具体的な方策として、内外の企業における先進事例の調査を踏まえて、均衡処遇モ

デルを提案した。 

 

(1) 「統合型」人事管理の構想 

  

企業が競争力強化に向けて短時間労働等の多様な働き方を積極的に活用するにあたっては、

その能力を高め、労働意欲の維持・向上をはからねばならないが、「正社員と分離して低く処

遇する」という「分離型」の人事管理ではその実現は難しく、正社員と非正社員の両者を視野

に入れた「統合型」の人事管理システムを構築することが必要になる。 

  

一方、労働時間、配置などの面で正社員と非正社員の働き方が異なることも事実であり、人

材の活用や処遇において、雇用形態の違いにかかわらず均衡がはかれる仕組みとして「統合型」

人事管理システムを構想した。 

 

(2) 均衡処遇モデルの提案 

 「多様な働き方の労働者の活用をはかる」という点から、企業の実状を踏まえ、資格体系の

組み合わせにより 4 つの均衡処遇モデルを設定した。 

  

また、「働く時間が変わる、働く場所が変わる、従事する仕事が変わる」ことによるリスク

に対応する賃金要素を処遇制度のなかに組み込むことによって、働き方の違いを超えた処遇の

均衡を実現したモデルを構想した。 

 

1) 働き方の違いに基づく新たな社員区分 

 

ⅰ) 2 つの人材群……従来の正社員、非正社員という社員区分ではなく、雇用契約時点で働き

方（職種・勤務地・勤務時間）についての限定条件の有無に着目して社員を区分する。限定

条件がある社員を「Job-entry 社員群（J 社員群）」、限定条件がない社員を「Company-entry

社員群（C 社員群）」とした。 

 

ⅱ) J 社員群の働き方の 3 タイプ……J 社員群においては、“雇用契約時点での働き方につい

ての限定条件”として、「職種限定」、「勤務地限定」、「時間限定」が考えられるが、限定

条件の組み合わせ方として、提案モデルでは（イ）職種のみ限定する働き方、（ロ）職種に

加え勤務地を限定する働き方、（ハ）職種・勤務地に加え勤務時間も限定する働き方を設定

した。 

 

2) 均衡処遇モデルの概要と特徴 

  

人材の育成・活用の仕方と社員を格付ける資格体系の組み合わせにより、四つの均衡処遇

モデル（A 型、B 型、C 型、D 型）を設定した。Ａ～Ｃ型は、人材の育成・活用では、いず

れも、J 社員群と C 社員群の間、あるいは J 社員群の中の異なる働き方の間で相互に転換を



認めている。格付け制度としては、Ａ型は J 社員群が職務等級制度、C 社員群が職能資格制

度という別々の格付け制度で J社員群とC社員群の対応関係をとるモデル。Ｂ型は J社員群、

C 社員群ともに職能資格制度で、Ｃ型は職務等級制度で格付けを行うモデルである。一方、

Ｄ型は、J 社員群と C 社員群の役割が特定されたモデルである。 

 

3) 「均衡」の考え方と『リスクプレミアム』 

  

「均衡」の基本的な考え方は、同じ社員ランクは同じ処遇とするとの原則に立ったうえで、

会社都合によって働く時間、働く場所、従事する仕事が変わることに対する労働者のリスク

を給与に反映する、というものである。処遇の「均衡」をはかるためには、リスクの違いに

対し、その大きさに応じたプレミアムをつけることが必要である。このようなリスクの違い

に応じたプレミアムを『リスクプレミアム』として、給与の算定要素に明確に位置づけるこ

とで、これまで曖昧であった雇用契約の違いによる賃金格差に、合理性を持つ一定のルール

を示すことができたとしている。 

  

 


